様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　2024年　2月　22日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）おぷてっくすかぶしきがいしゃ　
一般事業主の氏名又は名称  オプテックス株式会社
（ふりがな）かみむら　とおる　
（法人の場合）代表者の氏名  上村　透  印   
住所　〒520-0101
滋賀県大津市雄琴5-8-12
法人番号　　7160001019629　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社ホームページ　「DXの取り組み」


	公表日
	2023年12月27日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ　[サステナビリティ] > [DXの推進] > [DXの取り組み]
DXの取り組み　「当社におけるDX」(ページ6)
https://www.optex.co.jp/sustainability/DXtorikumi_4.pdf

	記載内容抜粋
	いまやセンサーから得られるデータは、産業の不可欠なファクターとなり、さらにデータに対する価値認識はますます高まっています。ICTやIoT、クラウドの進展、普及により、センサーとインターネットは簡易に繋がるようになり、当社は、今までのモノの提供に加え、センサーデータを利用したソリューション提案型のビジネスモデルに注力をしております。 管理の効率化、制御、状況判断、サービス向上といったさまざまなソリューションを構築、運用するパートナーとアライアンスや技術連携を進め、課題解決には「何が必要か」、「センシング要求は何か」など本質のニーズやお客様への価値を模索し、技術とビジネスモデルを繋ぎ、ソリューション・サービスの提供を進めております。また、製品やサービスのみならず、基幹システムやデジタルマーケティングにおいてもデータ連携を進め、経営と事業の双方でDX（デジタルトランスフォーメーション）を推進しております。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認されており、その内容を基に公開しています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社ホームページ　「DXの取り組み」


	公表日
	2023年12月27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ　[サステナビリティ] > [DXの推進] > [DXの取り組み]
DXの取り組み「グローバル業務改革・ビジネスモデル変革（DX経営）」(ページ7)
https://www.optex.co.jp/sustainability/DXtorikumi_4.pdf

	記載内容抜粋
	ビジネスモデル変革(Business DX)
・顧客や社会のニーズに即した、社会課題・特定市場課題を解決する、ソリューション・サービス事業（IoT活用）にビジネスモデル変革
・ダイレクトマーケティングに注力
・マネタイズ、安全運営に関する取り組み

グローバル業務改革(Inner DX)
・グローバルに業務のデジタル化・標準化、物流・SCM改革（ERP活用）
・営業活動環境、開発環境、リモートワーク環境整備（CRM､PLM､､､）
・ビジネス環境の激しい変化に対応できるITインフラの構築、セキュリティ強化
・経営基盤刷新プロジェクト、など

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認されており、その内容を基に公開しています。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページ　[サステナビリティ] > [DXの推進] > [DXの取り組み]
DXの取り組み「DX管理体制・DX推進体制」(ページ25～26)
DXの取り組み「グローバル業務改革・ビジネスモデル変革（DX経営）」(ページ7)
https://www.optex.co.jp/sustainability/DXtorikumi_4.pdf

	記載内容抜粋
	企業にとって、DX推進が経営課題の最も重要な課題の一つです。弊社の情報システム部門の部署名は、DX推進部です。ミッションの全てがDX推進であることを表しています。
-DX推進部のミッション-
・Business DX推進
・Inner DX推進
・ITリテラシー向上を含めたセキュリティ強化

人財の強化
・Inner & Business DX推進のためのITリテラシー向上、人財育成



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページ　[サステナビリティ] > [DXの推進] > [DXの取り組み]
1 DXの取り組み「グローバル業務改革・ビジネスモデル変革」(ページ7)
2 DXの取り組み「Inner DX」(ページ13～21)
https://www.optex.co.jp/sustainability/DXtorikumi_4.pdf

	記載内容抜粋
	1 グローバル業務改革
・グローバルに業務のデジタル化・標準化、物流・SCM改革（ERP活用）
・営業活動環境、開発環境、リモートワーク環境整備（CRM､PLM､､､）
・ビジネス環境の激しい変化に対応できるITインフラの構築、セキュリティ強化
・経営基盤刷新プロジェクト、など
2 Inner DX
3.グローバル物流改革および業務システム統一
グローバル物流改革とグローバル業務システム導入を並行して実施し、業務標準化とシステム化によって世界的な物流量の増加に対応できる環境を整備しています。

4.ERP導入（業務の標準化・経営判断の迅速化）
経営管理基盤の共通化を実現したことで、子会社も含めた連結の状況をタイムリーに把握することが可能になりました。これにより、各業務にて連結視点での業務遂行が実現できるようになっています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社ホームページ　「DXの取り組み」


	公表日
	2023年12月27日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ　[サステナビリティ] > [DXの推進] > [DXの取り組み]
DXの取り組み「人員配置の効率化とデータ活用の推進」(ページ20)
DXの取り組み「中期VISION」(ページ23)
https://www.optex.co.jp/sustainability/DXtorikumi_4.pdf

	記載内容抜粋
	人員配置の効率化とデータ活用の推進
ERPとECサイトの導入により業務効率が大幅に向上。売上が増加する中でも5名の人員を効率化でき、業務担当一人当たりの売上高を27％増加させることができています。 ERPとECサイトの連携により、重複業務や紙の書類の大幅削減を実現しています。
中期VISION
私たちは毎年10％の売上成長と営業利益率20％を目標に掲げています。 その目標達成に向け、８つの会社基盤を整備し、これらを推進する人財を育成することで生産性を向上させていきます。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2023年3月31日
2 2023年7月6日
3 2023年7月26日

	発信方法
	1 一般財団法人関西情報センターHP「DX事例紹介」
明確に設定したパーパスとビジョンのもとに、改革を推進【オプテックス株式会社】
https://kansaidx.kiis.or.jp/2023/03/2022optex/
2 PIVOT公式チャンネル(YouTube)
【44年連続黒字】世界シェア30%の地方企業／リーマンショックをきっかけに攻めと守りのDXを同時に推進／「グローバルニッチトップ企業」の秘密【DXへの道 #3】
https://www.youtube.com/watch?v=7kegLiazmcU
3 TOYOKEIZAI ビジネスプロセス変革 FORUM 2023
PURPOSE・VISIONを推進するビジネス変革「DX経営」
https://toyokeizai.net/sp/sm/sapbpi2023/index.html

	発信内容
	1 代表取締役社長が中心となるインタビューの形式で発信しています。パーパスとビジョンの設定に至るきっかけや、ビジネスモデルの転換と業務改革の進め方を発信しています。
■リーマンショックをきっかけにパーパスとビジョンを設定し、改革に着手
“ビジネスモデルを転換し、業務改革を推し進めなければならないと考えました。前者を「ビジネスモデル変革」、後者を「グローバル業務改革」と名付け、2011年から取り組み始めました。”
“2つの改革に取り組む前提としてパーパスとビジョンを設定しました。パーパスは「社会課題・特定市場課題をビジネスで解決し、安心・安全・快適な社会・暮らしを世界中に！」、ビジョンは「特定用途向けセンサ＆ソリューションでグローバルNo.1を次々に生み出していく会社に！」です。”
2 代表取締役社長がInner DXとBusiness DXの2つの軸で変革を進めている状況を発信しております。Inner DXでは「グローバルでの業務標準化」、Business DXでは「ダイレクトマーケティング」の取り組みを説明しています。
■Inner DX (4:55～)
"デジタル化、標準化、DXをしなければ、業務の効率化、生産性、スピード経営に繋がらない"

■Business DX (5:53～)
"直接顧客にマーケティングをし、ソリューションを提供するビジネスモデルに変える"
"業務のデジタル化、標準化のためにERP等を活用し、ビジネスモデルでもIoT等を取り入れて変革することで業務とビジネスの両面でデジタル化(DX)を進めていく"
3 代表取締役社長が登壇しております。当社のInner DX、Business DXの説明、及びDXに取り組むまでのきっかけとDXの事例をまとめ発信しました。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年12月頃


	実施内容
	IPAの「DX推進指標　自己診断結果入力」サイトに自己診断結果を提出しました。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2008年9月頃～現在


	実施内容
	・2021年度より「情報セキュリティ管理委員会」を設置し、情報セキュリティに関する対策を継続的に検討しております。
・2023年12月に"ISO/IEC 27001:2013"の認定を取得しました。内部監査及び認証機関による外部監査(初回審査)も実施しております。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

